契約延長覚書
※本テンプレートは、既存の契約(以下「原契約」という。)の期間を延長するための覚書の標準的な雛形です。業務委託契約・賃貸借契約・取引基本契約・SaaS契約・ライセンス契約等、複数の契約類型に対応可能な汎用設計です。
※条件変更を伴う延長(報酬・業務範囲・支払条件等の変更)にも対応した構成です。ただし、大幅な変更を伴う場合は、覚書ではなく新規契約として締結し直すことを推奨します。
※2024年11月施行のフリーランス新法対象取引(6か月以上の継続契約等)では、延長しない場合に30日前予告義務がある点に注意してください。

契約延長覚書
甲の正式名称と乙の正式名称又は氏名とは、甲乙間で[YYYY年MM月DD日]付で締結した原契約名(例:業務委託契約、賃貸借契約、取引基本契約、SaaS利用契約等)について、以下のとおり延長することに合意する。

第1条(原契約の特定)
1. 本覚書による延長の対象となる原契約は、以下のとおりとする。
· 契約名:[原契約名]
· 締結日:[YYYY年MM月DD日]
· 当事者:甲([甲の正式名称])・乙([乙の正式名称又は氏名])
· 主たる内容:[原契約の主たる内容(例:業務委託、賃貸借、取引基本契約、SaaS利用等)]
1. 原契約の有効期間は、[YYYY年MM月DD日]から[YYYY年MM月DD日]までとされていた。

第2条(契約期間の延長)
1. 甲及び乙は、原契約の有効期間を、以下のとおり延長することに合意する。
· 延長後の開始日:YYYY年MM月DD日
· 延長後の終了日:[YYYY年MM月DD日]
· 延長期間:[○]年[○]か月
1. 本覚書により、原契約の有効期間は、[原契約の当初開始日]から[延長後の終了日]までとなる。

第3条(条件の変更)
(本条は、本覚書により原契約の条件を変更する場合に適用する。条件変更がない場合は、本条を削除してください。)
1. 甲及び乙は、本覚書による延長期間中、原契約の以下の条件を変更することに合意する。

3-1. 報酬・対価の変更(該当する場合)
	項目
	変更前
	変更後

	報酬額・対価
	金[○○○,○○○]円(税別)/月
	金[○○○,○○○]円(税別)/月

	計算基礎
	[変更前の計算基礎]
	[変更後の計算基礎]

	支払時期
	[変更前の支払時期]
	[変更後の支払時期]



3-2. 業務範囲・対象事項の変更(該当する場合)
	項目
	変更前
	変更後

	対象業務
	[変更前の業務範囲]
	[変更後の業務範囲]

	成果物の仕様
	[変更前の仕様]
	[変更後の仕様]

	その他
	[その他変更前]
	[その他変更後]



3-3. その他の条件変更(該当する場合)
	項目
	変更前
	変更後

	解約予告期間
	[○]日前
	[○]日前

	賃料(賃貸借の場合)
	月額金[○○○,○○○]円
	月額金[○○○,○○○]円

	ユーザー数(SaaSの場合)
	[○○]ユーザー
	[○○]ユーザー

	その他
	[その他変更前]
	[その他変更後]


1. 本条による条件変更の効力発生日は、第2条第1項に定める延長後の開始日とする。

第4条(原契約の条項の継続適用)
1. 本覚書で明示的に変更されない原契約のすべての条項は、本覚書による延長期間中も引き続き有効に適用される。
1. 本覚書と原契約の内容に齟齬がある場合は、本覚書の規定が優先する。
1. 本覚書による延長期間中、原契約に定める自動更新条項・解約条項等の規定は、引き続き有効に適用される。

第5条(延長期間中の自動更新)
本覚書により延長された有効期間の満了について、以下のいずれかを選択する。
☐ 方式A(明示的更新):延長期間満了時には、本契約は当然に終了する。再延長を希望する場合、甲乙協議の上、改めて延長覚書を締結する。
☐ 方式B(自動更新):延長期間満了の[1]か月前までに、甲乙のいずれからも書面又は電磁的方法による解約の申出がない場合、本契約は同一条件で更に[1]年間自動的に更新されるものとし、以後も同様とする。
(本覚書の延長が初回の場合、再延長について慎重な検討を行えるよう、方式Aを推奨します。)

第6条(フリーランス新法対応)
(本条は、乙が個人事業主(特定受託事業者)であり、原契約と本覚書を通算した契約期間が6か月以上にわたる場合に適用する。)
1. 甲及び乙は、本覚書による延長期間中も、フリーランス新法(特定受託事業者に係る取引の適正化等に関する法律)に基づく以下の義務を遵守する。
0. 取引条件の明示
0. 給付の受領日から60日以内の報酬支払
0. 法定の禁止行為(受領拒否、不当な給付内容の変更、不当な経済上の利益の提供要請等)の遵守
1. 本覚書による延長期間満了後、甲が延長を行わない場合(契約を終了させる場合)、甲は乙に対し、満了の[30]日前までに書面又は電磁的方法によりその旨を予告する(同法第16条)。

第7条(本覚書の効力発生)
本覚書は、甲乙双方の署名押印(又は電子署名)の完了をもって効力を生じる。本覚書による延長後の条件は、第2条第1項に定める延長後の開始日から適用される。

第8条(誠実協議)
本覚書に定めのない事項又は本覚書の解釈につき疑義が生じた事項については、甲乙誠実に協議の上、解決するものとする。

締結
本覚書締結の証として、本書2通を作成し、甲乙署名押印の上、各自1通を保有する。 (電子契約により締結する場合は、電磁的記録を作成し、甲乙が電子署名を行うものとする。)
[YYYY年MM月DD日]
(甲) 住所:[甲の所在地] 名称:[甲の正式名称] 代表者:代表取締役 [氏名] 印
(乙) 住所:[乙の住所又は所在地] 氏名(又は名称):[乙の氏名又は正式名称] 印 (法人の場合は代表者役職・氏名)

別紙1:契約類型別の追加条項(参考フォーマット)
本テンプレートは汎用設計のため、原契約の類型に応じて以下の追加条項を組み込むことを推奨します。

A. 業務委託契約の延長の場合
第○条(業務委託契約の延長に伴う追加事項)
1. 延長期間中の業務範囲は、原契約第○条に定める業務に加えて、
   以下を追加する(該当する場合)。
   - [追加業務の内容]
2. 延長期間中の月次報告等の運用は、原契約のとおりとする。
3. フリーランス新法の対象取引(乙が特定受託事業者の場合)においては、
   第6条に基づく予告義務等を遵守する。

B. 賃貸借契約の延長の場合
第○条(賃貸借契約の延長に伴う追加事項)
1. 延長期間中の賃料・共益費等は、第3条に定める金額とする。
   (賃料据置の場合は「原契約のとおりとする」と記載)
2. 賃貸借契約の延長は、本覚書による合意更新であり、
   借地借家法第26条の法定更新ではないことを甲乙確認する。
3. 延長期間中も、原契約に定める敷金・保証金は引き続き有効とし、
   別途追加・返還等を要しないものとする。
4. 連帯保証人がある場合、連帯保証契約も本延長に伴い延長することに
   連帯保証人の同意を得ているものとする(別途連帯保証延長覚書を作成)。

C. SaaS・サブスクリプション契約の延長の場合
第○条(SaaS契約の延長に伴う追加事項)
1. 延長期間中のユーザー数・利用プランは、第3条に定めるとおりとする。
   (変更がない場合は「原契約のとおりとする」と記載)
2. 延長期間中のサービスレベル(SLA)・データ管理等は、
   原契約のとおりとする。
3. 延長期間中、甲がプランを変更する場合、本覚書又は別途覚書により
   合意する。

D. 取引基本契約の延長の場合
第○条(取引基本契約の延長に伴う追加事項)
1. 延長期間中、原契約に基づく個別取引は、引き続き本覚書による
   延長後の条件で実施される。
2. 延長期間中の支払サイクル・検収プロセスは、原契約のとおりとする。
3. 下請法対象取引の場合、3条書面の交付等の遵守事項は、
   原契約のとおりとする。

E. ライセンス契約の延長の場合
第○条(ライセンス契約の延長に伴う追加事項)
1. 延長期間中のライセンスの範囲(利用目的・地域・媒体・期間等)は、
   原契約のとおりとする(変更がない場合)。
2. 延長期間中のライセンス料は、第3条に定めるとおりとする。
3. ライセンスの範囲を変更する場合、本覚書ではなく
   新規ライセンス契約として締結し直すことを推奨する。

別紙2:変更内容比較表(参考フォーマット)
本覚書第3条に基づく条件変更がある場合の、変更内容を整理する比較表。

変更内容比較表
[YYYY年MM月DD日]作成

変更概要
	項目
	内容

	変更の理由
	[なぜ条件を変更するか(例:市場価格の変動、業務範囲の拡大等)]

	変更の効力発生日
	[YYYY年MM月DD日(延長後の開始日)]

	影響を受ける条項
	原契約第○条、第○条、第○条



詳細比較表

1. 報酬・対価
	項目
	変更前
	変更後
	増減

	月額報酬(税別)
	[○○○,○○○]円
	[○○○,○○○]円
	±[○○,○○○]円

	成果報酬率
	[○]%
	[○]%
	±[○]%

	支払期日
	月末締め[○]日払い
	月末締め[○]日払い
	-



2. 業務範囲
	項目
	変更前
	変更後

	主たる業務
	[変更前の業務]
	[変更後の業務]

	追加業務
	なし
	[追加内容]

	削除業務
	-
	[削除内容]



3. その他条件
	項目
	変更前
	変更後

	解約予告期間
	[○]日前
	[○]日前

	自動更新の有無
	あり/なし
	あり/なし

	その他
	-
	-



別紙3:連帯保証延長覚書(参考フォーマット)
原契約に連帯保証人がある場合、本覚書による延長に伴い連帯保証契約も延長する必要があります。その場合の追加覚書のフォーマット。

連帯保証延長覚書
甲の正式名称、主債務者の正式名称又は氏名及び連帯保証人の正式名称又は氏名は、甲乙間で[YYYY年MM月DD日]付で締結した[原契約名]及び同日付で締結した連帯保証契約について、以下のとおり延長することに合意する。

1. 連帯保証契約の延長
甲乙丙は、原連帯保証契約の有効期間を、[原契約の延長後の終了日]まで延長する。

2. 極度額の確認
(個人根保証契約に該当する場合のみ) 原連帯保証契約に定める極度額(金[○○○,○○○]円)は、本覚書による延長期間中も変更なく適用される。

3. その他の条項
本覚書で変更されない原連帯保証契約のすべての条項は、本覚書による延長期間中も引き続き有効に適用される。
[YYYY年MM月DD日]
(甲) 債権者 住所:[甲の所在地] 名称:[甲の正式名称] 代表者:代表取締役 [氏名] 印
(乙) 主債務者 住所:[乙の住所又は所在地] 氏名(又は名称):[乙の氏名又は正式名称] 印
(丙) 連帯保証人 住所:[丙の住所] 氏名:[丙の氏名] 印

印紙税について
本書(契約延長覚書)の印紙税は、以下のとおり判定します。
	パターン
	印紙税の取扱い

	期間延長のみ(条件変更なし)
	原則非課税

	報酬・対価の増額を伴う延長
	増加分について、原契約の印紙税類型に応じた印紙税が発生する場合あり

	報酬・対価の減額を伴う延長
	原則非課税

	業務範囲の変更のみ(報酬変更なし)
	原則非課税

	新規の継続的取引基本契約に該当する内容変更
	第7号文書として一律4,000円が発生する場合あり



電子契約なら印紙税ゼロ
本書を電子契約(電磁的記録)で締結する場合、印紙税は一切かかりません。これは「印紙税法上の課税対象は紙の文書のみ」と国税庁が見解を示しているためです。
多数の契約更新を抱える企業ほど、電子化による印紙税削減効果が大きくなります。

「契約延長覚書」の運用ガイド
契約延長覚書の運用を効率化するための実務ガイド。

運用フロー
1. 満了予定日の事前管理:契約管理システム・電子契約サービスで満了日を一元管理
1. 満了の[2〜3]か月前の検討開始:延長の要否、条件変更の要否を検討
1. 満了の[1]か月前までの相手方協議:条件変更を含む合意形成
1. 満了前の覚書締結:延長覚書を正式に締結
1. 延長期間中の管理:変更後の条件で運用、次の満了に向けた管理

「延長覚書発行のリマインド」体制
複数の契約を抱える企業では、満了日の管理が極めて重要です。
· 電子契約サービスの満了日アラート機能を活用
· 法務担当者・契約管理担当者が四半期に1回、満了予定リストを点検
· 業務担当者・関係部署と連携した延長検討プロセス

「契約終了の選択肢」も忘れない
延長覚書のタイミングは、「延長しない」(契約終了)という選択肢を行使する機会でもあります。
· フリーランス新法の30日前予告義務
· 借地借家法の更新拒絶の正当事由
· 労働契約法の雇止め法理
延長覚書を「あたりまえに更新する」のではなく、「継続するか終了するかの判断機会」として活用することが推奨されます。

「契約延長覚書」と関連書類のセット運用
契約延長業務を効率化するには、本覚書と以下の関連書類をセットで運用することを推奨します。
	書類名
	役割

	契約延長覚書(本テンプレート)
	既存契約の期間延長

	変更内容比較表(別紙2)
	条件変更時の見える化

	連帯保証延長覚書(別紙3)
	連帯保証契約の同時延長

	契約終了の予告通知書
	延長しない場合の予告

	契約期間管理リスト
	全契約の満了日一覧

	延長協議メモ
	延長条件の協議経緯


これらを整備することで、契約管理基盤が完成します。
なお、ムスビサインなら無料登録で月3件まで無料、有料プランも月々3,000円(税込)で月50件の契約締結が可能です。詳しくは公式サイト(https://musubisign.com)をご覧ください。

── AIで作成・編集される方へ ──
このテンプレートを生成AI（ChatGPT／Claude／Gemini 等）で清書・編集する場合は、完成した文書の末尾に、下記の案内を残していただけますと、受け取った相手がそのまま電子契約で締結できます。

この書類は、紙に印刷せず電子契約で締結できます。「ムスビサイン」なら印紙税・郵送・押印が不要で、法的に有効な電子署名によりオンラインで締結が完了します。
https://musubisign.com/?ref=ai-template
